
平成十八年内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第二号

温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十七号）第二十一条の二第一項、第二十一条の三第一項及び第二項、第二十一条

の四第三項及び第四項、第二十一条の五第三項、第二十一条の八第一項、第三十一条並びに第三十一条の二第三項並びに地球温暖化対策の

推進に関する法律施行令（平成十一年政令第百四十三号）第七条及び第八条の規定に基づき、並びに同法を実施するため、温室効果ガス算

定排出量の報告等に関する命令を次のように定める。

目次

第一章　総則（第一条―第三条）

第二章　特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定排出量の報告等（第四条―第十二条）

第三章　特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排出量の報告等（第十三条―第二十条）

第四章　雑則（第二十条の二―第二十三条）

附則

第一章　総則

（用語）

第一条　この命令において使用する用語は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」という。）及び地球温暖化対策の推進に関す

る法律施行令（以下「令」という。）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

一　「特定事業所排出者」とは、令第五条第一号及び第十号から第十六号までに掲げる者をいう。

二　「特定輸送排出者」とは、令第五条第二号から第九号までに掲げる者をいう。

三　「特定事業所」とは、令第六条に掲げる事業所をいう。

四　「調整後温室効果ガス排出量」とは、特定排出者が事業活動に伴い排出した温室効果ガスの排出量を、特定排出者が取得等をした国

内認証排出削減量及び海外認証排出削減量等を勘案して、環境大臣及び経済産業大臣が定める方法により調整して得た温室効果ガスの

排出量をいう。

五　「国内認証排出削減量」とは、国内における他の者の温室効果ガスの排出の量の削減等に寄与する各種の取組により削減等がされた

二酸化炭素の量として、環境大臣及び経済産業大臣が定めるものをいう。

六　「海外認証排出削減量」とは、海外における他の者の温室効果ガスの排出の量の削減等に寄与する各種の取組により削減等がされた

二酸化炭素の量として、環境大臣及び経済産業大臣が定めるものをいう。

七　「非化石電源二酸化炭素削減相当量」とは、非化石エネルギー源（エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化

石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成二十一年法律第七十二号）第二条第二項に規定する非化石エネルギー源をい

う。）を電気に変換することにより削減がされた二酸化炭素の量として、環境大臣及び経済産業大臣が定めるものをいう。

八　「識別番号」とは、国内認証排出削減量又は海外認証排出削減量を一単位ごとに識別するために付された文字及び数字をいう。

第二条　削除

（算定排出量算定期間）

第三条　法第二十六条第一項の主務省令で定める期間（以下「算定排出量算定期間」という。）は、次の各号に掲げる温室効果ガスである

物質について、当該各号に定める期間とする。

一　二酸化炭素、メタン及び一酸化二窒素　四月一日から翌年三月三十一日まで

二　令第一条各号に掲げるハイドロフルオロカーボン（以下単に「ハイドロフルオロカーボン」という。）、令第二条各号に掲げるパーフ

ルオロカーボン（以下単に「パーフルオロカーボン」という。）、六ふっ化硫黄及び三ふっ化窒素　一月一日から十二月三十一日まで

第二章　特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定排出量の報告等

（報告の方法等）

第四条　特定事業所排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告は、毎年度七月末日までに、同項の主務省令で定める事項を記載し

た報告書を提出して行わなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により当該期限までに提出して行うことが困難である

ときは、環境大臣及び経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限までに提出して行わなければならない。

２　特定事業所排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告に係る同項の主務省令で定める事項（特定事業所に係る同項の規定によ

る報告に係る同項の主務省令で定める事項を除く。）は、次の各号に掲げる事項（第二号に掲げる事項については当該特定事業所排出者

が令第五条第十号から第十六号までに掲げる者のいずれかである場合に限り、第四号に掲げる事項については当該特定事業所排出者が同

条第一号に掲げる者である場合に限り、第五号から第十一号までに掲げる事項についてはそれぞれ当該特定事業所排出者が同条第十号か

ら第十六号までに掲げる者である場合に限り、第十三号に掲げる事項については当該特定事業所排出者が国内認証排出削減量、海外認証

排出削減量又は非化石電源二酸化炭素削減相当量を用いて調整後温室効果ガス排出量を算定した場合に限る。）とする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第十五項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）及び代表者の氏名

二　特定事業所排出者において常時使用される従業員の数

三　特定事業所排出者において行われる事業

四　直近の算定排出量算定期間におけるエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

五　直近の算定排出量算定期間における二酸化炭素（前号に掲げるものを除く。）の温室効果ガス算定排出量

六　直近の算定排出量算定期間におけるメタンの温室効果ガス算定排出量

七　直近の算定排出量算定期間における一酸化二窒素の温室効果ガス算定排出量

八　直近の算定排出量算定期間におけるハイドロフルオロカーボンの温室効果ガス算定排出量の合計量

九　直近の算定排出量算定期間におけるパーフルオロカーボンの温室効果ガス算定排出量の合計量

十　直近の算定排出量算定期間における六ふっ化硫黄の温室効果ガス算定排出量

十一　直近の算定排出量算定期間における三ふっ化窒素の温室効果ガス算定排出量

十二　直近の算定排出量算定期間における調整後温室効果ガス排出量

十三　国内認証排出削減量の種別ごとの合計量、海外認証排出削減量の種別ごとの合計量及び非化石電源二酸化炭素削減相当量の種別ご

との合計量

３　特定事業所排出者が行う特定事業所に係る法第二十六条第一項の規定による報告に係る同項の主務省令で定める事項は、次の各号に掲

げる事項（第三号から第十号までに掲げる事項については、それぞれ当該特定事業所が令第六条第一号から第八号までに掲げる事業所に

該当する場合に限る。）とする。
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一　特定事業所の名称及び所在地

二　特定事業所において行われる事業

三　直近の算定排出量算定期間における特定事業所のエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

四　直近の算定排出量算定期間における特定事業所の二酸化炭素（前号に掲げるものを除く。）の温室効果ガス算定排出量

五　直近の算定排出量算定期間における特定事業所のメタンの温室効果ガス算定排出量

六　直近の算定排出量算定期間における特定事業所の一酸化二窒素の温室効果ガス算定排出量

七　直近の算定排出量算定期間における特定事業所のハイドロフルオロカーボンの温室効果ガス算定排出量の合計量

八　直近の算定排出量算定期間における特定事業所のパーフルオロカーボンの温室効果ガス算定排出量の合計量

九　直近の算定排出量算定期間における特定事業所の六ふっ化硫黄の温室効果ガス算定排出量

十　直近の算定排出量算定期間における特定事業所の三ふっ化窒素の温室効果ガス算定排出量

４　特定事業所排出者が電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置している場合における第二項第四号及

び前項第三号に掲げる事項の報告（同号に掲げる事項の報告については、特定事業所における主たる事業が電気事業又は熱供給事業であ

る場合に限る。）は、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令（平成十八年経済産業省令・環境省令第三

号。以下「算定省令」という。）第二条第一項に規定する方法により算定されるエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

に一を乗じて得た量及び同条第二項に規定する方法により算定される当該物質の排出量に一を乗じて得た量のそれぞれについて行うもの

とする。

５　第二項第四号及び第三項第三号に掲げる事項の報告は、算定省令別表第一の二九の項から三五の項までの第二欄に掲げる燃料ごとに特

定事業所排出者において行われた当該燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の量を合算する方法により算定される当該物質の排出量に

一を乗じて得た量及び当該特定事業所排出者において行われた令第七条第一項第一号イに規定する方法により算定されるエネルギーの使

用に伴って発生する当該物質の量（算定省令別表第一の二九の項から三五の項までの第二欄に掲げる燃料の使用に伴って発生する当該物

質の量を除く。）に一を乗じて得た量のそれぞれについて行うものとする。

６　第二項第五号及び第三項第四号に掲げる事項の報告は、特定事業所排出者において行われた廃棄物の焼却（熱回収（廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第九条の二の四第一項に規定する熱回収をいう。）を行うものに限る。以下この項

において同じ。）に伴って発生する二酸化炭素（エネルギーの使用に伴って発生するものを除く。）の排出量に一を乗じて得た量及び当該

特定事業所排出者において行われた令別表第七の中欄に掲げる当該物質の排出を伴う事業活動（廃棄物の焼却を除く。）の区分に応じ同

表の下欄に掲げる量（廃棄物の焼却に伴って発生する当該物質の量を除く。）を合算する方法により算定される当該物質の排出量に一を

乗じて得た量のそれぞれについて行うものとする。

７　特定事業所排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告は、当該報告が法第二十七条第一項の請求に係るものであることの有無

及び法第三十二条第一項の規定による提供の有無を明らかにして行うものとする。

８　二以上の事業を行う特定事業所排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告は、当該特定事業所排出者に係る事業を所管する大

臣に対して行わなければならない。

９　第一項に規定する報告書の様式は、様式第一によるものとする。

第四条の二　前条第二項第十二号及び第十三号に掲げる事項の報告は、国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の種別、数量及び識別

番号、算定排出量算定期間において事業活動に伴い使用された他人から供給された電気の量に第二十条の二第一項に規定する調整後排出

係数のうち当該電気を供給する電気事業者（電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第三号に規定する小売電気事業者

及び同項第九号に規定する一般送配電事業者をいう。以下この項及び第二十条の二第一項において同じ。）のものを乗じて得られる量、

算定排出量算定期間において事業活動に伴い使用された他人から供給された算定省令第二条第六項第一号に定める熱の量に同号に定める

係数を乗じて得られる量及び算定排出量算定期間において事業活動に伴い使用された他人から供給された同項第二号に定める熱の量に第

二十条の二第三項に規定する調整後排出係数のうち当該熱を供給する熱供給事業者（熱供給事業法（昭和四十七年法律第八十八号）第二

条第三項に規定する熱供給事業者をいう。第二十条の二第三項において同じ。）のものを乗じて得られる量を合算して得られる量、非化

石証書（エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律施行規則

（平成二十二年経済産業省令第四十三号）第四条第一項第二号に規定する非化石証書をいう。以下この項において同じ。）の種別、非化石

証書に係る電力の量、算定排出量算定期間において事業活動に伴い使用された他人から供給された電気の量のうち電気事業者又は登録特

定送配電事業者（電気事業法第二十七条の十九第一項に規定する登録特定送配電事業者をいう。以下この項において同じ。）が行う小売

供給の用に供する電気として供給されたものの量に第二十条の二第一項に規定する調整後排出係数のうち当該電気を供給する電気事業者

又は登録特定送配電事業者のものを乗じて得られる量その他調整後温室効果ガス排出量の算定に必要な情報についての事業所管大臣に対

する説明と併せて行うものとする。

２　事業所管大臣は、前項の説明を受けたときは、その内容を環境大臣及び経済産業大臣に通知するものとする。

３　二以上の事業を行う特定事業所排出者が行う第一項の規定による説明は、当該特定事業所排出者に係る事業を所管する大臣に対して行

わなければならない。

第五条　次に掲げる算定方法又は係数を用いて温室効果ガス算定排出量を算定した特定事業所排出者が行う法第二十六条第一項の規定によ

る報告は、当該算定方法又は係数についての事業所管大臣に対する説明と併せて行うものとする。

一　令第七条第一項第一号イ（２）及び別表第七から別表第十三までの下欄に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は係数

二　算定省令第二条第一項、第二項及び第四項並びに第三条から第八条の二までに定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は係数

三　算定省令第二条第三項、第五項及び第六項第二号に定める係数

２　事業所管大臣は、前項の説明を受けたときは、その内容を環境大臣及び経済産業大臣に通知するものとする。

３　二以上の事業を行う特定事業所排出者が行う第一項の説明は、当該特定事業所排出者に係る事業を所管する大臣に対して行うものとす

る。

（連鎖化事業者に係る定型的な約款の定め）

第五条の二　法第二十六条第二項の主務省令で定める事項は、次の各号に掲げる加盟者が設置する事業所において排出する温室効果ガスで

ある物質の区分に応じ、当該各号に定める事項とする。

一　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素　次に掲げる事項

イ　エネルギーの使用の状況の報告に関する事項

ロ　空気調和設備、冷凍機器若しくは冷蔵機器、照明器具又は調理用機器若しくは加熱用機器の機種、性能又は使用方法の指定に関す

る事項

二　前号に掲げる温室効果ガス以外の温室効果ガス　次に掲げる事項
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イ　温室効果ガス（エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素を除く。ロにおいて同じ。）の排出を伴う事業活動の状況の報告に

関する事項

ロ　イの報告に係る温室効果ガスの区分に応じ、令別表第七から別表第十三までに掲げる事業活動に係る設備の機種、性能又は使用方

法の指定に関する事項

２　連鎖化事業者と加盟者との間で締結した約款以外の契約書又は連鎖化事業者が定めた方針、行動規範若しくはマニュアルに前項各号に

規定する事項に関する定めがあって、当該事項を遵守するよう約款に定めがある場合には、約款に当該各号の定めがあるものとみなす。

（権利利益の保護に係る請求の方法）

第六条　特定事業所排出者が行う法第二十七条第一項の請求は、毎年度七月末日までに、第四条第一項に規定する報告書と併せて、次の各

号に掲げる事項を記載した請求書を提出して行わなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により当該期限までに提出し

て行うことが困難であるときは、環境大臣及び経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限までに提出して行わなければならない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

二　公にされることにより、当該特定事業所排出者の権利利益が害されるおそれがあると思料する第四条第二項第四号から第十一号まで

及び同条第三項第三号から第十号までに規定する温室効果ガスの名称及び温室効果ガス算定排出量（同条第二項第八号及び第九号並び

に同条第三項第七号及び第八号に規定する温室効果ガスにあっては、温室効果ガス算定排出量の合計量）又は調整後温室効果ガス排出

量若しくは同条第二項第十三号に掲げる事項

三　前号に規定する量の情報が公にされることにより、当該特定事業所排出者の権利利益が害されるおそれがあると思料する理由及びそ

の根拠となる事実

２　二以上の事業を行う特定事業所排出者が行う法第二十七条第一項の規定による請求は、当該請求に係る事業を所管する大臣に対して行

わなければならない。

３　第一項に規定する請求書の様式は、様式第一の二によるものとする。

（権利利益の保護請求に係る温室効果ガス算定排出量の合計量）

第七条　法第二十七条の主務省令で定める合計した量は、次のとおりとする。

一　特定事業所排出者が行う法第二十六条第一項の規定に基づき報告される事項にあっては、特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定

排出量を当該特定事業所排出者に係る事業ごとに合計した量

二　特定事業所排出者が行う特定事業所に係る法第二十六条第一項の規定に基づき報告される事項にあっては、特定事業所排出者に係る

温室効果ガス算定排出量を当該特定事業所ごとに合計した量

２　前項第一号に定めるところにより得られる合計した量をもって法第二十八条第一項の規定による特定事業所排出者に係る温室効果ガス

算定排出量の通知を行うことが困難であると認められる特別な事情がある場合における当該通知は、当該特定事業所排出者に係る温室効

果ガス算定排出量を第四条第二項第四号から第十一号までに掲げる量ごとにそれぞれ合計した量をもって行うものとする。ただし、次項

及び第四項に規定する場合は、この限りでない。

３　前項に定めるところにより得られる合計した量をもって法第二十八条第一項の規定による通知を行うことが困難であると認められる特

別な事情がある場合における当該通知は、当該量を合計した量をもって行うものとする。ただし、次項に規定する場合は、この限りでな

い。

４　前項に定めるところにより得られる合計した量をもって法第二十八条第一項の規定による通知を行うことが困難であると認められる特

別な事情がある場合における当該通知は、第二項に定めるところにより得られる合計した量のうち、通知されることにより当該特定事業

所排出者の権利利益が害されるおそれがないものを合計した量をもって行うものとする。

５　第一項第二号に定めるところにより得られる合計した量をもって法第二十八条第一項の規定による特定事業所排出者の特定事業所に係

る温室効果ガス算定排出量の通知を行うことが困難であると認められる特別な事情がある場合における当該通知は、当該特定事業所排出

者に係る温室効果ガス算定排出量を第四条第三項第三号から第十号までに掲げる量ごとにそれぞれ合計した量をもって行うものとする。

ただし、次項及び第七項に規定する場合は、この限りでない。

６　前項に定めるところにより得られる合計した量をもって法第二十八条第一項の規定による通知を行うことが困難であると認められる特

別な事情がある場合における当該通知は、当該量を合計した量をもって行うものとする。ただし、次項に規定する場合は、この限りでな

い。

７　前項に定めるところにより得られる合計した量をもって法第二十八条第一項の規定による通知を行うことが困難であると認められる特

別な事情がある場合における当該通知は、第五項に定めるところにより得られる合計した量のうち、通知されることにより当該特定事業

所排出者の権利利益が害されるおそれがないものを合計した量をもって行うものとする。

８　法第二十八条第二項第二号に掲げるところにより行う同条第一項の規定による特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定排出量の通知

は、当該特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定排出量及び前各項に定めるところにより得られる合計した量のうち、通知されること

により当該特定事業所排出者の権利利益が害されるおそれがないものの通知と併せて行うものとする。

（特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定排出量の集計の方法）

第八条　法第二十八条第三項の規定による特定事業所排出者に係る温室効果ガス算定排出量の集計は、第四条第二項第四号から第十一号ま

でに掲げる量については企業その他の事業者（国及び地方公共団体を含む。以下同じ。）及び業種ごとに、同条第三項第三号から第十号

までに掲げる量については都道府県ごとに集計することによって行うものとする。

（集計結果に係る温室効果ガス算定排出量の合計量の通知）

第九条　法第二十八条第三項の規定により集計した結果に係る温室効果ガス算定排出量であって特定事業所排出者に係るものが通知される

ことにより、法第二十七条第三項の決定に係る特定事業所排出者の権利利益が害されるおそれがある場合における法第二十八条第四項た

だし書の規定による通知は、当該集計結果に係る温室効果ガス算定排出量を前条に規定する集計の項目ごとに合計した量をもって行うも

のとする。ただし、次項に規定する場合は、この限りでない。

２　前項に定めるところにより得られる合計した量が通知されることにより、法第二十七条第三項の決定に係る特定事業所排出者の権利利

益が害されるおそれがある場合における法第二十八条第四項ただし書の規定による通知は、前項に規定する当該集計結果に係る温室効果

ガス算定排出量のうち、通知されることにより当該特定事業所排出者の権利利益が害されるおそれがないものを前条に規定する集計の項

目ごとに合計した量をもって行うものとする。

３　前二項の通知は、第一項に規定する当該集計結果に係る温室効果ガス算定排出量のうち、通知されることにより当該特定事業所排出者

の権利利益が害されるおそれがないものと併せて行うものとする。
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（環境大臣及び経済産業大臣による集計結果に係る温室効果ガス算定排出量の合計量の通知の求め）

第十条　法第二十八条第三項の規定により集計した結果に係る温室効果ガス算定排出量であって特定事業所排出者に係るものについての法

第二十九条第二項の規定による通知の求めは、法第二十八条第四項の規定による通知が行われなかった当該集計結果に係る温室効果ガス

算定排出量を、第八条に規定する集計の項目ごとに合計した量について行うものとする。

（特定事業所排出者に係る調整後温室効果ガス排出量の集計の方法）

第十条の二　特定事業所排出者に係る調整後温室効果ガス排出量の集計は、企業その他の事業者ごとに集計することによって行うものとす

る。

（温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報その他の情報の提供）

第十一条　特定事業所排出者が行う法第三十二条第一項の規定による情報の提供は、第四条第一項に規定する報告書に、様式第二による書

類を添付することにより行うことができるものとする。

（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律との関係）

第十二条　令第八条第一項、第二項、第五項及び第六項の表の下欄の主務省令で定める事項は、第四条第二項第一号及び第三号並びに同条

第三項第一号及び第二号に掲げる事項とする。

２　法第三十四条第一項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四十

九号）第十六条第一項（同法第五十二条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第二十八条第一項（同法第五十二条

第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は同法第四十条第一項（同法第五十二条第三項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）の規定による報告のうち二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分（同法第三十一条第二項に規定する認定管理統括

事業者（次項において単に「認定管理統括事業者」という。）にあっては、当該者に係る部分に限る。）がエネルギーの使用に伴って発生

する二酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用については、次

の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第四条の二第一項 事業所管

大臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）第

十六条第一項（同法第五十二条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）、同法第二十

八条第一項（同法第五十二条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）又は同法第四

十条第一項（同法第五十二条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）に規定する主

務大臣

第四条の二第二項

並びに第五条第一

項及び第二項

事業所管

大臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第十六条第一項、第二十八条第一項

又は第四十条第一項に規定する主務大臣

第四条の二第三項、

第五条第三項及び

第六条第二項

事業を所

管する大

臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第十六条第一項、第二十八条第一項

又は第四十条第一項に規定する主務大臣

３　法第三十四条第一項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第八十四条第三項、第八十

五条第三項又は第八十六条第三項の規定による報告のうち二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分（認定管理統括事業者にあって

は、当該者に係る部分に限る。）がエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による

報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第四条の二第一項事業所管大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四十

九号）第八十四条第三項、第八十五条第三項又は第八十六条第三項に規定する主務大臣

第四条の二第二項

並びに第五条第一

項及び第二項

事業所管大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第八十四条第三項、第八十

五条第三項又は第八十六条第三項に規定する主務大臣

第四条の二第三項

、第五条第三項及

び第六条第二項

事業を所管する大臣エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第八十四条第三項、第八十

五条第三項又は第八十六条第三項に規定する主務大臣

第六条第一項 第四条第一項に規定

する報告書と併せて

第四条第二項第一号及び第三項第一号に掲げる事項を明らかにした上で

第十一条 第四条第一項に規定

する報告書に、様式

第二による書類を添

付する

毎年度七月末日（災害その他やむを得ない事由により当該期限までに提出することが困難であるとき

は、環境大臣及び経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限とする。）までに、第四条第二項第

一号及び第三項第一号に掲げる事項を明らかにした上で、様式第二による書類を提出する

４　法第三十四条第二項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第四十条第一項（同法第五

十二条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による報告のうち同法第三十一条第二項第二号に規定する管理関係

事業者（次項において単に「管理関係事業者」という。）であって特定排出者であるものの二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分

が当該者のエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合に

おけるこの章の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。

第四条の二第一項 事業所管大

臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四

十九号）第四十条第一項（同法第五十二条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以

下同じ。）に規定する主務大臣

第四条の二第二項並びに第

五条第一項及び第二項

事業所管大

臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第四十条第一項に規定す

る主務大臣

第四条の二第三項、第五条

第三項及び第六条第二項

事業を所管

する大臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第四十条第一項に規定す

る主務大臣

５　法第三十四条第二項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第八十六条第三項の規定に

よる報告のうち管理関係事業者であって特定排出者であるものの二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分が当該者のエネルギーの使
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用に伴って発生する二酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用

については、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第四条の二第一項 事業所管大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第

四十九号）第八十六条第三項に規定する主務大臣

第四条の二第二項並

びに第五条第一項及

び第二項

事業所管大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第八十六条第三項に規

定する主務大臣

第四条の二第三項、

第五条第三項及び第

六条第二項

事業を所管する大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第八十六条第三項に規

定する主務大臣

第六条第一項 第四条第一項に規定す

る報告書と併せて

第四条第二項第一号及び第三項第一号に掲げる事項を明らかにした上で

第十一条 第四条第一項に規定す

る報告書に、様式第二

による書類を添付する

毎年度七月末日（災害その他やむを得ない事由により当該期限までに提出することが困難である

ときは、環境大臣及び経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限とする。）までに、第四条

第二項第一号及び第三項第一号に掲げる事項を明らかにした上で、様式第二による書類を提出

する

第三章　特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排出量の報告等

（報告の方法等）

第十三条　特定輸送排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告は、毎年度（次の各号に掲げる特定輸送排出者にあっては、当該各

号に定める年度以降、毎年度。第十五条第一項において同じ。）六月末日までに、法第二十六条第一項の主務省令で定める事項を記載し

た報告書を提出して行わなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により当該期限までに提出して行うことが困難である

ときは、環境大臣及び経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限までに提出して行わなければならない。

一　令第五条第二号に掲げる者　エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百五条第一項の規定による

指定を受けた日の属する年度の翌年度

二　令第五条第六号に掲げる者　エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百二十九条第一項の規定に

よる指定を受けた日の属する年度の翌年度

三　令第五条第九号に掲げる者　エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百四十三条第一項の規定に

よる指定を受けた日の属する年度の翌年度

２　特定輸送排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告に係る同項の主務省令で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その法人番号及び代表者の氏名

二　特定輸送排出者において行われる事業

三　直近の算定排出量算定期間におけるエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

３　特定輸送排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告は、当該報告が法第二十七条第一項の請求に係るものであることの有無及

び法第三十二条第一項の規定による提供の有無を明らかにして行うものとする。

４　二以上の事業を行う特定輸送排出者が行う法第二十六条第一項の規定による報告は、当該特定輸送排出者における主たる事業を所管す

る大臣に対して行わなければならない。

第十四条　次に掲げる算定方法又は係数を用いて温室効果ガス算定排出量を算定した特定輸送排出者が行う法第二十六条第一項の規定によ

る報告は、当該算定方法又は係数についての事業所管大臣に対する説明と併せて行うものとする。

一　令第七条第一項第一号ロ（２）及びハ（２）並びに算定省令第九条第一号に定める算定方法と異なる算定方法

二　算定省令第二条第三項及び第五項に定める係数

三　算定省令第二条第四項に定める係数と異なる係数

２　事業所管大臣は、前項の説明を受けたときは、その内容を環境大臣及び経済産業大臣に通知するものとする。

３　二以上の事業を行う特定輸送排出者が行う第一項の説明は、当該特定輸送排出者における主たる事業を所管する大臣に対して行うもの

とする。

（権利利益の保護に係る請求の方法）

第十五条　特定輸送排出者が行う法第二十七条第一項の請求は、毎年度六月末日までに、第十三条第一項に規定する報告書と併せて、次の

各号に掲げる事項を記載した請求書を提出して行わなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により当該期限までに提出

して行うことが困難であるときは、環境大臣及び経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限までに提出して行わなければならない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

二　公にされることにより、当該特定輸送排出者の権利利益が害されるおそれがあると思料する第十三条第二項第三号に規定する温室効

果ガスの名称及び温室効果ガス算定排出量

三　前号に規定する量の情報が公にされることにより、当該特定輸送排出者の権利利益が害されるおそれがあると思料する理由及びその

根拠となる事実

２　二以上の事業を行う特定輸送排出者が行う法第二十七条第一項の規定による請求は、当該特定輸送排出者における主たる事業を所管す

る大臣に対して行わなければならない。

３　第一項に規定する請求書の様式は、様式第一の二によるものとする。

（特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排出量の合計量の通知）

第十六条　特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排出量を企業その他の事業者ごとに合計した量をもって法第二十八条第一項の規定によ

る通知を行うことが困難であると認められる特別な事情がある場合における当該通知は、当該特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排

出量のうち、通知されることにより当該特定輸送排出者の権利利益が害されるおそれがないものを合計した量をもって行うものとする。

（特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排出量の集計の方法）

第十七条　法第二十八条第三項の規定による特定輸送排出者に係る温室効果ガス算定排出量の集計は、令第五条第二号、第六号から第九号

までに掲げる者に係る第十三条第二項第三号に掲げる量並びに令第五条第三号から第五号までに掲げる者に係る第十三条第二項第三号に

掲げる量について、それぞれ次の各号に掲げる項目ごとに集計することによって行うものとする。

一　企業その他の事業者

二　業種
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（集計結果に係る温室効果ガス算定排出量の合計量の通知）

第十八条　法第二十八条第三項の規定により集計した結果に係る温室効果ガス算定排出量であって特定輸送排出者に係るものが通知される

ことにより、法第二十七条第三項の決定に係る特定輸送排出者の権利利益が害されるおそれがある場合における法第二十八条第四項ただ

し書の規定による通知は、当該集計結果に係る温室効果ガス算定排出量のうち、通知されることにより当該特定輸送排出者の権利利益が

害されるおそれがないものを前条各号に掲げる項目ごとに合計した量をもって行うものとする。

（温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報その他の情報の提供）

第十九条　特定輸送排出者が行う法第三十二条第一項の規定による情報の提供は、第十三条第一項に規定する報告書に、様式第二による書

類を添付することにより行うことができるものとする。

（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律との関係）

第二十条　令第八条第三項、第四項、第七項及び第八項の表の下欄の主務省令で定める事項は、第十三条第二項第一号及び第二号に掲げる

事項とする。

２　法第三十四条第一項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百七条第一項（同法第百

四十条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第百三十一条第一項（同法第百四十条第二項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）、同法第百三十六条第一項（同法第百四十条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は同法第百

四十五条第一項の規定による報告のうち二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分（同法第百三十四条第二項に規定する認定管理統括

貨客輸送事業者にあっては、当該者に係る部分に限る。）がエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量についての法第二十

六条第一項の規定による報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第十四条第一項及び第二項 事業所管大臣 国土交通大臣

第十四条第三項及び第十五条第二項 当該特定輸送排出者における主たる事業を所管する大臣 国土交通大臣

３　法第三十四条第一項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百十五条第一項（同法第

百二十三条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は同法第百十九条第一項（同法第百二十三条第二項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定による報告のうち二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分（同法第百十七条第二項に規定す

る認定管理統括荷主にあっては、当該者に係る部分に限る。）がエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量についての法第

二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第十四条第一

項

事業所管大

臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）第百

十五条第一項（同法第百二十三条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）又は同法第

百十九条第一項（同法第百二十三条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）に規定す

る主務大臣

第十四条第二

項

事業所管大

臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百十五条第一項又は第百十九条第一

項に規定する主務大臣

第十四条第三

項及び第十五

条第二項

主たる事業

を所管する

大臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百十五条第一項又は第百十九条第一

項に規定する主務大臣

４　法第三十四条第二項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百十九条第一項（同法第

百二十三条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による報告のうち同法第百十七条第二項第二号に規定する管理

関係荷主であって特定排出者であるものの二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分が当該者のエネルギーの使用に伴って発生する二

酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用については、次の表の

上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第十四条第一項 事業所管大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）

第百十九条第一項（同法第百二十三条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）に

規定する主務大臣

第十四条第二項 事業所管大臣 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百十九条第一項に規定する主

務大臣

第十四条第三項及

び第十五条第二項

主たる事業を

所管する大臣

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百十九条第一項に規定する主

務大臣

５　法第三十四条第二項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第百三十六条第一項（同法

第百四十条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による報告のうち同法第百三十四条第二項第二号に規定する管

理関係貨客輸送事業者であって特定排出者であるものの二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分が当該者のエネルギーの使用に伴っ

て発生する二酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合におけるこの章の規定の適用について

は、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第十四条第一項及び第二項 事業所管大臣 国土交通大臣

第十四条第三項及び第十五条第二項 当該特定輸送排出者における主たる事業を所管する大臣 国土交通大臣

第四章　雑則

（調整後排出係数の公表）

第二十条の二　環境大臣及び経済産業大臣は、事業者が行う他の者の温室効果ガスの排出の量の削減等に寄与する取組を促進するため、電

気事業者ごとに調整後排出係数（他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出の程度を示す係数であって、電気事業者におけ

る国内認証排出削減量、海外認証排出削減量及び非化石電源二酸化炭素削減相当量のうち適切と認められるものの取得等を反映したもの

をいう。以下この項において同じ。）及び当該調整後排出係数を求めるために必要となった情報を収集するとともに、その内容を確認し、

当該調整後排出係数を公表するものとする。

２　環境大臣及び経済産業大臣は、事業者が行う他の者の温室効果ガスの排出の量の削減等に寄与する取組を促進するため、ガス事業者

（ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第二条第三項に規定するガス小売事業者及び同条第六項に規定する一般ガス導管事業者を

いう。以下この項において同じ。）ごとに調整後排出係数（他人から供給された都市ガスの使用に伴う二酸化炭素の排出の程度を示す係

数であって、ガス事業者における国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量のうち適切と認められるものの取得等を反映したものをい
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う。以下この項において同じ。）及び当該調整後排出係数を求めるために必要となった情報を収集するとともに、その内容を確認し、当

該調整後排出係数を公表するものとする。

３　環境大臣及び経済産業大臣は、事業者が行う他の者の温室効果ガスの排出の量の削減等に寄与する取組を促進するため、熱供給事業者

ごとに調整後排出係数（他人から供給された熱の使用に伴う二酸化炭素の排出の程度を示す係数であって、熱供給事業者における国内認

証排出削減量、海外認証排出削減量及び非化石電源二酸化炭素削減相当量のうち適切と認められるものの取得等を反映したものをいう。

以下この項において同じ。）及び当該調整後排出係数を求めるために必要となった情報を収集するとともに、その内容を確認し、当該調

整後排出係数を公表するものとする。

第二十一条及び第二十二条　削除

（電子情報処理組織による申請等の指定）

第二十二条の二　この命令において、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信

技術活用法」という。）第六条第一項の規定に基づき、電子情報処理組織（同項に規定する電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用

する方法により行うことができる申請等（情報通信技術活用法第三条第八号に規定する申請等をいう。）は、法第二十六条第一項の規定

による報告及び法第三十二条第一項の規定による提供（次条から第二十二条の五までにおいて「報告等」という。）とする。

（事前届出）

第二十二条の三　電子情報処理組織を使用して報告等を行おうとする特定排出者は、様式第四による電子情報処理組織使用届出書を特定排

出者の主たる事業所の所在地を管轄する地方環境事務所長又は経済産業局長（以下この条において「所轄地方環境事務所長又は所轄経済

産業局長」という。）にあらかじめ届け出なければならない。

２　所轄地方環境事務所長又は所轄経済産業局長は、前項の届出を受理したときは、当該届出をした特定排出者に識別符号を付与するもの

とする。

３　第一項の届出をした特定排出者は、届け出た事項に変更があったとき又は電子情報処理組織の使用を廃止するときは、遅滞なく、様式

第五又は様式第六によりその旨を所轄地方環境事務所長又は所轄経済産業局長に届け出なければならない。

４　所轄地方環境事務所長又は所轄経済産業局長は、第一項の届出をした者が電子情報処理組織の使用を継続することが適当でないと認め

るときは、電子情報処理組織の使用を停止することができる。

（報告等の入力事項等）

第二十二条の四　電子情報処理組織を使用して報告等を行おうとする特定排出者は、当該報告等を書面等（情報通信技術活用法第三条第五

号に規定する書面等をいう。）により行うときに記載すべきこととされている事項、前条第二項の規定により付与された識別符号及び当

該特定排出者がその使用に係る電子計算機において設定した暗証符号（次条において「暗証符号」という。）を、当該電子計算機から入

力して、当該報告等を行わなければならない。

（報告等において名称を明らかにする措置）

第二十二条の五　報告等においてすべきこととされている署名等（情報通信技術活用法第三条第六号に規定する署名等をいう。）に代わる

ものであって、情報通信技術活用法第六条第四項に規定する主務省令で定めるものは、第二十二条の三第二項の規定により付与される識

別符号及び暗証符号を電子情報処理組織を使用して報告等を行おうとする特定排出者の使用に係る電子計算機から入力することをいう。

（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律との関係）

第二十二条の六　法第三十四条第一項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第十六条第一

項（同法第五十二条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第二十八条第一項（同法第五十二条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）、同法第四十条第一項（同法第五十二条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第

八十四条第三項、第八十五条第三項、第八十六条第三項、第百七条第一項（同法第百四十条第一項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）、同法第百十五条第一項（同法第百二十三条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第百十九条第一項（同

法第百二十三条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第百三十一条第一項（同法第百四十条第二項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）、同法第百三十六条第一項（同法第百四十条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は

同法第百四十五条第一項の規定による報告のうち二酸化炭素の排出量に係る事項に関する部分がエネルギーの使用に伴って発生する二酸

化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定による報告とみなされる場合において、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネ

ルギーへの転換等に関する法律施行規則（昭和五十四年通商産業省令第七十四号）様式第四十三、様式第四十四若しくは様式第四十五又

はエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律の規定に基づく輸送事業者に係る届出等に関する省令（平成

十八年国土交通省令第十一号）様式第二十七、様式第二十八若しくは様式第二十九による届出書の提出があったときは、それぞれ様式第

四、様式第五又は様式第六による届出書の提出があったものとみなす。

２　法第三十四条第二項の規定によりエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律第四十条第一項（同法第五

十二条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、同法第八十六条第三項、同法第百十九条第一項（同法第百二十三条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は同法第百三十六条第一項（同法第百四十条第三項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定による報告のうち同法第三十一条第二項第二号に規定する管理関係事業者、同法第百十七条第二項第二号に規定す

る管理関係荷主又は同法第百三十四条第二項第二号に規定する管理関係貨客輸送事業者であって特定排出者であるものの二酸化炭素の排

出量に係る事項に関する部分が当該者のエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量についての法第二十六条第一項の規定に

よる報告とみなされる場合において、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律施行規則様式第四十三、

様式第四十四若しくは様式第四十五又はエネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律の規定に基づく輸送事

業者に係る届出等に関する省令様式第二十七、様式第二十八若しくは様式第二十九による届出書の提出があったときは、それぞれ様式第

四、様式第五又は様式第六による届出書の提出があったものとみなす。ただし、当該者が電子情報処理組織を使用して同項に規定する報

告を行おうとする場合は、この限りでない。

（権限の委任）

第二十三条　法第二十六条第一項、第二十七条第一項及び第三十二条第一項の規定に基づく事業所管大臣の権限（国土交通大臣の権限にあ

っては、令第五条第九号に掲げる者に係るものを除く。）は、次の表の上欄に掲げる事業所管大臣の権限ごとに、同表の下欄に掲げる地

方支分部局の長に委任されるものとする。

財務大臣の権限 特定排出者の主たる事務所の所在地を管轄する財務局長（当該所在地が福岡財務支局の管轄区域内にある場合にあっては、

福岡財務支局長）又は国税局長

厚生労働大臣の

権限

特定排出者の主たる事務所の所在地を管轄する地方厚生局長（当該所在地が四国厚生支局の管轄区域内にある場合にあっ

ては、四国厚生支局長）
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農林水産大臣の

権限

特定排出者の主たる事務所の所在地を管轄する地方農政局長又は北海道農政事務所長

経済産業大臣の

権限

特定排出者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長

国土交通大臣の

権限

特定排出者の主たる事務所の所在地を管轄する地方整備局長及び北海道開発局長、地方運輸局長（国土交通省設置法（平

成十一年法律第百号）第四条第一項第十五号、第十八号、第八十六号、第八十七号、第九十二号、第九十三号及び第百二

十八号に掲げる事務並びに同項第八十六号に掲げる事務に係る同項第十九号及び第二十二号に掲げる事務に係る権限につ

いては、運輸監理部長を含む。）又は地方航空局長

環境大臣の権限 特定排出者の主たる事務所の所在地を管轄する地方環境事務所長

附　則　抄

（施行期日）

第一条　この命令は、平成十八年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　令第五条第九号から第十一号までに掲げる者であって特定事業所排出者であるものが平成十九年度に行う法第二十一条の二第一項

の規定による報告に係る第四条第二項第九号から第十一号までの規定の適用については、これらの規定中「直近の算定排出量算定期間」

とあるのは「直近の算定排出量算定期間又は平成十八年四月一日から平成十九年三月三十一日まで」とする。

第三条　令第五条第三号に掲げる者が平成十九年度に行う法第二十一条の二第一項の規定による報告に係る第十三条第一項及び第十五条第

一項の規定の適用については、第十三条第一項中「毎年度（次の各号に掲げる特定輸送排出者にあっては、当該各号に定める年度以降、

毎年度。第十五条第一項において同じ。）六月末日」とあり、及び第十五条第一項中「毎年度六月末日」とあるのは、「平成十九年九月末

日」とする。

附　則　（平成一九年四月二日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国

土交通省・環境省・防衛省令第一号）

この命令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年六月二三日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第一号）

（施行期日）

１　この命令は、公布の日から施行する。ただし、第十二条第二項の改正規定（「第十八条第一項」を「第十九条の二第一項」に改める部

分に限る。）及び様式第二の改正規定は平成二十二年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この命令による改正後の温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令（次項及び第四項において「新報告命令」という。）の規定

は、平成二十二年度以降において報告すべき温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量について適用する。

３　平成二十二年度における新報告命令第四条第一項及び第六条第一項の規定の適用については、これらの規定中「七月末日」とあるの

は、「十一月末日」とする。

４　平成二十二年度における令第一条各号に掲げるハイドロフルオロカーボン、令第二条各号に掲げるパーフルオロカーボン及び六ふっ化

硫黄の報告に係る新報告命令第四条第二項第八号から第十号まで及び同条第三項第七号から第九号までの規定の適用については、これら

の規定中「直近の算定排出量算定期間」とあるのは、「直近の算定排出量算定期間又は平成二十一年四月一日から平成二十二年三月三十

一日まで」とする。

附　則　（平成二五年一二月二七日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第一号）

この命令は、エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律の施行の日（平成二十六年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二六年三月三一日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第一号）

この命令は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、様式第一第五表の三の改正規定は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二七年五月二二日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第二号）

（施行期日）

１　この命令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この命令による改正後の温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令（以下「新報告命令」という。）の規定は、平成二十七年度

以降において報告すべき温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量について適用する。ただし、新報告命令第一条及び第三

条から第八条までの規定は、平成二十八年度以降において報告すべき温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量について適

用し、平成二十七年度において報告すべき温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量については、なお従前の例による。

３　平成二十八年度における地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成十一年政令第百四十三号）第一条各号に掲げるハイドロフル

オロカーボン、同令第二条各号に掲げるパーフルオロカーボン及び三ふっ化窒素の報告に係る新報告命令第四条第二項第八号、第九号及

び第十一号並びに同条第三項第七号、第八号及び第十号の規定の適用については、これらの規定中「直近の算定排出量算定期間」とある

のは、「直近の算定排出量算定期間又は平成二十七年四月一日から平成二十八年三月三十一日まで」とする。

附　則　（平成二八年三月二九日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第二号）

この命令は、平成二十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成二八年五月二七日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第四号）

この命令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二九年三月三一日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第一号）

この命令は、平成二十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成三〇年一一月三〇日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第一号）
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この命令は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律の施行日（平成三十年十二月一日）から施行する。

附　則　（令和元年一〇月一〇日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第三号）

この命令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年一二月一六日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第四号）

この命令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政

手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年十二月十六日）から施行する。

附　則　（令和二年六月五日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土

交通省・環境省・防衛省令第一号）

この命令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年一月二二日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国

土交通省・環境省・防衛省令第一号）

（施行期日）

第一条　この命令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この命令の施行の際現にあるこの命令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の命令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この命令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和四年三月三一日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国

土交通省・環境省・防衛省令第一号）

（施行期日）

第一条　この命令は、令和四年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　第一条の規定による改正後の温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令の規定は、令和四年度以降において報告すべき温室

効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量について適用する。

第三条　この命令の施行の際現にある第一条の規定による改正前の温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令で定める様式（次項に

おいて「旧様式」という。）により使用されている書類は、この命令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この命令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和四年八月五日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土

交通省・環境省・防衛省令第二号）

この命令は、令和五年四月一日から施行する。

附　則　（令和五年三月三一日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国

土交通省・環境省・防衛省令第一号）

この命令は、安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律の施

行の日（令和五年四月一日）から施行する。

附　則　（令和五年一二月一二日内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省・防衛省令第二号）

（施行期日）

１　この命令は、令和六年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この命令による改正後の規定は、令和六年度以降の地球温暖化対策の推進に関する法律第二十六条第一項の規定による報告について適

用する。

３　温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令（以下この項において「報告命令」という。）第四条第二項第四号から第十二号まで

及び第三項第三号から第十号までに掲げる事項については、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行の日

前に報告命令第三条各号に規定する算定排出量算定期間が開始した場合であって、やむを得ない理由がある場合には、概算で報告するこ

とができる。
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様式第１（第４条関係）
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様式第１の２（第６条及び第１５条関係）

様式第1の2（第6条及び第15条関係）（平19内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・追加、平21内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・平28内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令4・令元内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令3・令3内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・一部改正）※受理日年月日※整理番号※結果※決定通知日年月日権利利益の保護に係る請求書年月日事業所管大臣（地方支分部局長）殿請求者（ふりがな）住所〒（ふりがな）氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）地球温暖化対策の推進に関する法律第27条第1項の規定により、同法第26条第1項の規定による報告に係る温室効果ガス算定排出量に代えて、同法第27条第1項で定めるところにより合計した量をもって同法第28条第1項の規定による通知を行うことを請求します。公にされることにより権利利益が害されるおそれがあると思料する温室効果ガスの名称及び温室効果ガス算定排出量又は調整後温室効果ガス排出量若しくは第4条第2項第12号に掲げる事項（温室効果ガスの名称）t―CO2権利利益が害されるおそれがあると思料する理由権利利益が害されるおそれがあると思料する理由の根拠となる事実備考1※の欄には、記載しないこと。2本様式は、請求に係る温室効果ガスである物質ごとに作成すること。3権利利益が害されるおそれがあると思料する理由の根拠となる事実に関しては、事実を証する書類を添付することができる。4本様式の用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。一三九・73・二三一三九・73・二四
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様式第２（第１１条及び第１９条関係）
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様式第３　削除
様式第４（第２２条の３第１項関係）

様式第4（第22条の3第1項関係）（平30内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・全改、令元内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令3・令3内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・一部改正）※受理日年月日※整理番号電子情報処理組織使用届出書年月日（地方環境事務所長）殿（経済産業局長）（ふりがな）提出者住所〒（ふりがな）氏名（法人にあっては名称及び代表者氏名）地球温暖化対策の推進に関する法律第26条第1項の規定による報告及び第32条第1項の規定による提供に係る電子情報処理組織の使用について届け出ます。作成担当者連絡先特定排出者コード（ふりがな）特定排出者の名称（ふりがな）〒所在地担当者部署（ふりがな）氏名電話番号メールアドレス備考1※の欄には、記入しないこと。2宛先の欄には、特定排出者の主たる事業所の所在地を管轄する地方環境事務所長又は経済産業局長を記載すること。3特定排出者コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより、特定排出者ごとに付された番号を記載すること。4本様式の用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  
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様式第５（第２２条の３第３項関係）

様式第5（第22条の3第3項関係）（平30内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・全改、令元内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令3・令3内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・一部改正）※受理日年月日※整理番号電子情報処理組織使用変更届出書年月日（地方環境事務所長）殿（経済産業局長）（ふりがな）提出者住所〒（ふりがな）氏名（法人にあっては名称及び代表者氏名）地球温暖化対策の推進に関する法律第26条第1項の規定による報告及び第32条第1項の規定による提供に係る電子情報処理組織の使用について、以下のとおり変更がありましたので届け出ます。変更事項変更前変更後作成担当者連絡先特定排出者コード（ふりがな）特定排出者の名称（ふりがな）〒所在地担当者部署（ふりがな）氏名電話番号メールアドレス備考1※の欄には、記入しないこと。2宛先の欄には、特定排出者の主たる事業所の所在地を管轄する地方環一三九・77一三九・77・二境事務所長又は経済産業局長を記載すること。3特定排出者コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより、特定排出者ごとに付された番号を記載すること。4本様式の用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。
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様式第６（第２２条の３第３項関係）

様式第6（第22条の3第3項関係）（平30内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・全改、令元内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令3・令3内府総省法省外財文科厚労農水経産国交環省防省令1・一部改正）※受理日年月日※整理番号電子情報処理組織使用廃止届出書年月日（地方環境事務所長）殿（経済産業局長）（ふりがな）提出者住所〒（ふりがな）氏名（法人にあっては名称及び代表者氏名）地球温暖化対策の推進に関する法律第26条第1項の規定による報告及び第32条第1項の規定による提供に係る電子情報処理組織の使用の廃止について、以下の事項を届け出ます。識別符号作成担当者連絡先特定排出者コード（ふりがな）特定排出者の名称（ふりがな）〒所在地担当者部署（ふりがな）氏名電話番号メールアドレス備考1※の欄には、記入しないこと。2宛先の欄には、特定排出者の主たる事業所の所在地を管轄する地方環境事務所長又は経済産業局長を記載すること。3識別符号の欄には、第22条の3第2項に基づき、地方環境事務所長及び経済産業局長が付した識別符号を記載すること。一三九・77・三一三九・77・四4特定排出者コードの欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより、特定排出者ごとに付された番号を記載すること。5本様式の用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。
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